
Q全社的にコストダウンの目標が掲げられています。 特に人員計画を含めた管理部門の縮小が要望されているのですが、 
総務としてはどのような提案をすればいいのでしょうか？ 

総務部の「悩み」大研究 

今、企業における総務のポジショニングに大きな変化が訪れ

ようとしています。大手の中にはファシリティマネジメント（FM）

の担当部門を独立させ、他社の業務まで受注することで新た

な収益を生む方法を検討するところまで現れました。一方で

社内のFM担当者を最少の人数に抑え、ほとんどの業務をア

ウトソーシングする企業も増えています。GDPのマイナス

成長や株価の動向不安という状況の中で、ますますリストラ

が進む現在、総務部門はどのような方向性を目指せばいいの

でしょうか。今回は、その点について探ってみましょう。 
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　1980年代まで総務は、管理部門の中でも経理や人事などが担当

しない仕事を受け持つ「なんでも屋」といった位置づけをされてきま

した。しかしバブル崩壊後はファシリティマネジメントを使った不動産

やオフィスの管理手法が注目されるようになり、現在ではFM担当、株

主総会担当、庶務担当というように、業務ごとに明確なチーム分けが

なされるようになっています。 

　このうち株主総会については、最近では必ずしも「総務」のマター

とは考えない企業も多くなってきたので、ここでは切り離して考えます。

また庶務については、さまざまな形でアウトソーシングするケースが増

えているので、社内の担当者は減っていく傾向にあるでしょう。 

　さて、それではFMの担当部門についてですが、今後の方向性とし

て次の3つが考えられると思います。 

　これらのうちケースＡを選べるのは、全国に支社や支店があるよう

な大手企業に限られると思います（注１）。したがってそれ以外の会社

では、ケースＢでいくのか、Ｃにするのか、現在の業務遂行能力や会

社の経営状況をもとに判断し、方針を決める必要があるでしょう。 

　いずれの場合も、FMとして行う業務の内容を明確にし、それをベー

スに人員計画の立案とコスト予測を行い、経営トップに提案していくこ

とになります。そして「上からの命令」を待つのではなく、総務自らが自

分たちの舵取りをしなければ、部門そのものの存続は期待できません。 

高度なFMのノウハウをもつ専門部隊として社内の不動産やオフィスの管理を完全に行う。 

また、独立して他社のFM業務を受託していくことも可能 

（注１）現在まで、次のような企業がケースＡの方針を採用しています。ソニー、オムロン、あおぞら銀行、モービル石油 

ケースＡ 
FMの業務を明確に分類し、自社で担当する部分について最小限のスタッフを置く。 

それ以外の業務についてはすべてアウトソーシングする。 ケースＢ 
 

基本的にFM業務は社外の専門会社にアウトソーシングする。 

社内には少人数の専門家が残り、発注業務を行う ケースC

　リストラによる人員削減とコストダウンは、どの企業でも大きな課題になっ

ていると思います。このため、管理部門へも経営トップからさまざまな要

望が出ているはずです。 

　ただこのとき、「とりあえず回答だけは提出しよう」と単純にスタッフの

減員を約束したり、根拠もなくコストカットの目標を提示するのでは、マネ

ジメント力の不足を指摘されてもしかたありません。 

　経営トップが求めているのは、具体的なプランなのです。 

　たとえば、文中のケースＡの方向を選ぶのであれば、「今後、社外の

FM業務も請け負って収益をあげることが可能なので、これだけのスタッ

フとコストが必要だ」と主張しても構わないのです。あるいはケースＢにし

てもＣにしても、業務内容に合わせた人員計画とコスト予測ができなけれ

ば、経営トップだけでなく社員を説得することはできません。 

　リストラとは会社の規模を縮小することではありません。好景気の時代

に見過ごしてきた「業務内容とスタッフ数およびコストの関係」を明確に

することで、経営リソースを効率的に活用できる組織をつくることなのです。 

　だからこそ、総務部門も社内で行う業務とアウトソーシングする業務を

しっかりと分け、方向性を定めることが必要になってくるのです。 

■リストラ時代、経営者は「具体的なプラン」に期待している。 
column

　以前にも解説したことがありますが、FMという言葉のとらえ方には、日

本と欧米とでは少し違いがあります。 

　欧米ではファシリティマネジメントとはあくまでオフィスの運営維持に関

する業務のことを示し、業務内容の図でいえば「電気通信」あたりから下

のサービスを受け持つマネジメント業務と位置づけられています。そして

その上位に、オフィスの移転やリニューアルを管理するプロジェクトマネ

ジメント（PM）、さらに不動産戦略を担当するコーポレート リアル エステー

ト（CRE）があるのです。 

　一方、日本では、FMはCREの領域まで含めた統合的な「不動産関連経

営戦略」とも呼べる仕事領域をもっており、総務にはそこまでのスキルが

要求されています。 

　したがって、FM業務におけるプロジェクトマネジメントとは、CREによっ

て決められた個々のプロジェクトまで管理する仕事となり、非常に高度な

専門性が必要となるため、アウトソーシングする企業が増えているのです。 

■プロジェクトマネジメントとはFMの全体責任者のことです。 
column

QFM部門における業務の明確化とは、 具体的にはどのようにすればいいのですか？ 

　まず、掲載した図を見てください。 

　「FM業務のアウトソーシング化」などというと、何かまったく新しい

試みに挑戦するように考えがちですが、実は、従来、総務部門が手掛

けていた業務の多くは、すでに外部の会社に発注しているのです。た

とえばこの図でいえば、清掃やセキュリティ、印刷などを社内のスタッ

フですべて行っている企業などありません。 

　ここで並べた業務は、上のほうに行くほど付加価値が多くなり、高

度な専門性が必要となります。そしてそれに比例して、外部に委託す

ることでユーザーの効率性が高まるのです。 

　極端なことをいえば、プロジェクトマネジメントまで専門の会社に頼

めば、社内には資産管理の担当者と発注の管理者だけいればFM業

務は遂行できます。 

　さて、総務部門の仕事を引き続き社内で担当するにせよ、アウトソー

シング化するにせよ、まずこの図をもとに業務内容を整理してみてく

ださい。そして、自社のスタッフで行った場合と外注した場合のコスト

比較をするところからプランづくりが始まります。 

　前項で説明したどのケースを選ぶにしても、自分の会社のスタッフ

で得意な仕事と不得意な仕事を明確にしなければ、人員計画もコスト

予測もできません。そのうえで、次のステップに進むといいでしょう。 

コンサルタント 
国際的ベンチマーク 

資産管理 
プロジェクトマネジメント 

BAS（ビルオートメーションシステム） 
環境コントロール 

デザイン（CAD） 

セキュリティ 
維持管理 

清掃 

スペース管理（CAFM） 
印刷 

メールサービス 

税務 
電気通信 

提
供
さ
れ
る
付
加
価
値 

ユーザーの効率性 

■価値の繋がりサービスメニュー 

 



 

Q業務内容の整理はできました。 人員計画やコスト予測をするには、どのような方法がありますか？ 

　書店の経営書のコーナーにいっても、総務関係の業務に関する適

正コストの解説書などありませんから、この問題は誰もが頭を悩ます

ことでしょう。実際、会社の業態や規模により、必要な人員やコストは

大きく違ってきます。 

　最も正確なのは、同業態でほぼ同規模の他社との間でベンチマー

クを行うことですが、その前段階として、私は社内ベンチマークをお薦

めします。 

　この連載企画では、2000年３月号において、一度、紹介しています。

（当社ホームページをご覧ください。 

http://www.websanko.com/officemarket/images/200003/Som

u3.pdf） 

　社内ベンチマークとは、簡単にいえば、全社のオフィスについてリサー

チすることです。たとえば支社や支店単位、あるいは部署ごとに、総

経費、家賃などのオフィスコストとスペースの広さ、ワーカーの人数を

調べることで、どこに無駄があるのか明確になります。 

　コスト比較の方法としては、得られたデータをもとに、ワーカー１人

あたりのオフィスコストやスペース効率に換算し、高いものから順番

に並べてみます。この作業は、エクセルなどで簡単にできるでしょう。 

　そして最初は、これらの平均値をもとに、それより無駄なスタッフ数

やコストを使っているオフィスがあれば、そこを削った数値を目標に定

めます。 

　ここまでできれば、オフィスを管理するためのFM業務がどの程度、

必要かはっきりしますので、前項の業務内容の図をもとに「どこまで

社内の総務スタッフでカバーできるか」を考え、方向性を決めていけ

ばいいのです。 

　ちなみに、社内の総務スタッフで担当する業務が明確になれば、ア

ウトソーシングする部分のコストは専門の会社に簡単に出してもらえ

ます。 

Qアウトソーシングするのか、社内でFM業務を担当するのか、 その見極めはどこですればいいのでしょうか？ 

　どのケースを選ぶにしても、社内で業務を行うのとアウトソーシン

グするのとでは、「オール・オア・ナッシング」ですから、判断に悩むこ

ともあるでしょう。 

　厳しいことをいうようですが、これからの総務は最小限の人数で運

営していかなければなりません。したがって、「現在の人数をできるだ

け減らしたくない」といった方針では、経営トップを説得することはで

きないと思います。 

　判断の基準としては、社内スタッフのスキルがどこまであるのかと

いう点に尽きます。たとえば公認のファシリティマネジャー資格をもち、

通信や税務といった個々の業務に専門性を発揮できる社員がいるな

ら、その部分をあえてアウトソーシングする必要がありません。さらに

人員に余裕があれば、自社だけでなく他の企業の業務まで請け負っ

て収益につなげる可能性もあるでしょう。 

　しかし、現時点で社内にそれだけのスキルやノウハウが蓄積できて

いないのなら、悩まず外部のプロに任せてしまったほうが、長期的に

見た場合、必ずコストダウンが図れます。 

　ここでは、通産省アウトソーシング委員会が捉えているアウトソーシ

ングの概念と、サン・マイクロシステムズの資料による発注の基準を

表にまとめてみました。二番目の図でいえば、右下のコア・コンピテン

シーの部分は社内で担当するのですが、その領域は徐々に小さくなり、

左下のアウトソーシングの範囲が広がっています。このため、これから

の総務は業務のほとんどを外部の専門会社に委託するか、あるいは

自社でできるだけ行い、そのスキルやノウハウを「商品」として売って

いくか、大きな選択を迫られているのです。 

　もし、わかりやすい例で現在の状況を説明するなら、家を建てるケー

スにたとえてみればいいかもしれません。 

　原始時代、自分の住む家は家長が責任をもって建てなければなり

ませんでした。しかし、より住みやすい環境を求めるには専門の大工

が必要になり、徐々に外注の方向に進んだのです。 

　そして今では、趣味でログハウスをつくるのならともかく、自分で木

を切って家を建てるような人はいません。住宅メーカーや大工の棟梁

といった専門家に業務をアウトソーシングし、建主は発注者としてお

金の管理（家計の経営戦略）を行うのが普通です。 

　最近、「みんなのいえ」という映画が公開され、初めて家を建てる

人の苦労がおもしろおかしく紹介されました。個人の住宅なら、試行

錯誤しながらつくることもできますが、会社の経営はそういうわけには

いきません。したがって、自社で自信を持ってできない業務について

は大胆にアウトソーシングする。その見極めをすることこそが、これか

らの総務のミッションなのです。 
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Aビル（東京ショールーム） 
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熊本支店 
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長崎営業所 
鹿児島支店 
埼玉支店 
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合計 98,407,810 1,260 5,400,904

■1人あたり家賃順 

■日本と欧米のFMの違い 

人数 

総務部の「悩み」大研究 

　付加価値や専門性の低い庶務を中心業務としていた時代から、会社

の経営戦略の一翼を担う存在へと、企業の総務部門は今、大きな変貌

を遂げようとしています。したがって、総務のマネージャーは個々の業務

への人員配置に追われるのではなく、もっと広い視野を持ってFM戦略そ

のものを効率的に推進していかなければなりません。つまり、「総務」と

いう会社の経営者としての働きが求められているのです。 

　このことは、逆の見方をすれば、企業における総務部門の役割が高くなっ

ていることを示します。実際、最近では多くの先進企業においてFM担当

の総務出身者が役員になっています。 

　業務のアウトソーシングを進めるにしろ、自社でFMの専門部隊を持つ

にしろ、その舵取りの成果は直接的に企業の経営を左右しますから、そこ

で力を発揮することで、リストラを待つのではなく、「企業が必要とする総

務」になれるということを忘れないでください。 

■経営者としての能力が期待されるこれからの総務。 

column

日本のFM

欧米のFM
CRE

FM

PM 
（CM)戦略・計画 

プロジェクト管理 

運営・維持 

コーポレート　リアル　エステート 
（不動産：取得・売却・賃貸借・等） 
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YES コンサルティング 

［定義］通産相アウトソーシング委員会でのとらえ方 内部でやるか外部にまかすかの決定基準 

Alliance 
（同盟） 

外部と協力して実施 

Core Competency 
本業として内部で実施 

Re-Engineer 
やり方を改善 

Out-source 
外部委託 

戦略的インパクト 

経済的 
インパクト 

アウトソーシング 

人　材　派　遣 

NO

外注（代行） 

業務の代行 

YES

NO

高い 

低い 
低い 高い 

出典：コダック社のフォーマットを参考に、サンマイクロシステムズ社が作成 

資料：慶応義塾大学総合政策学部　花田光世教授 
出典：経済産業省アウトソーシング委員会報告書 


